
（単位：百万円）

：ᶃ 貯金等には譲性貯金をؚめて記載しています。
　 ᶄ 職員数は常勤託をআいた人数となっています。
　  ᶅ「自己資本比率（単体）」は、「農業協同組合等がその経営の健全性をஅするための基準」（平成18年金融ி・農林ਫ産ল告示第2߸）に基づき算出しています。
　  　 なお、平成24年度以લは旧告示（バーθルᶘ）に基づく単体自己資本比率を記載しています。

　平成2７年度のΘが国経ࡁは、成長ଅ進・デϑϨ却を掲げる・日銀の金融・経ࡁ財ࡦにより、ޏ用関係指標
の改善等がみられたものの、民間ফඅは不振状態をしておらͣ、１月下०のマイφス金利付きྔ的・࣭ 的金融緩和の
導入決定以߱も、ؾܠは౿み状態が続きました。
　Ұ方、ੈ ք経ࡁをݟすと、Ԥถ経ࡁは緩やかながらもճ復基ௐでਪ移しましたが、新ڵ国経ࡁにおいては、原༉を
始めとする資ݯ価֨の影響なͲにより、減ݒ೦がᗉり、不ಁ明な状況が続きました。
　こうしたなか、国内ࣜג市場は、年度લは日ถ金融ࡦの方性のҧいにより上ঢしたものの、年度後には
円高にసじたことによる国内༌出企業の業績ݒ೦や新ڵ国経ࡁの減ݒ೦の高まり等により下མ基ௐでਪ移しました。
　また、長期金利は、年度લは、Ԥभ経ࡁのམちணきなͲをഎܠに金利が上ঢする場໘もݟられましたが、上ঢがҰ
すると、日銀による大規模なྔ的・࣭ 的金融緩和がҙࣝされ緩やかな下基ௐとなり、さらには、１月下०にマイφス
金利付きྔ的・࣭ 的金融緩和の導入が決定されると、マイφスݍまでٸ下しました。
　為替相場は、年度後にかけてถؾܠ先行き不ಁ明ײや、資ݯ価֨・新ڵ国ؾܠ減ݒ೦等により、投資Ոの
リスクճආ࢟勢がڧまり、円高・υル҆が進行し、対Ϣーロでも、円高・Ϣーロ҆となりました。
　JAバンクを取りרくڥは、গ子高ྸ化の進行、利用者による金融機関のબ別ࢤの高まり等をഎܠに、他金融機関
とのڝ争がݫしさを増しています。
　このような経営ڥのなか、当会は中期経営計ըの最ऴ年度として、３つの基本方と６つのઓུのもと、会員JAと
のҰ体的事業運営態勢を֦充し、有価証券等の効率的な運用にめた結Ռ、１３̌億円の当期剰余金を計上することが
できました。

ฏ27年度の経営ڥͱ業

ඪࢦ近5年ؒの主要な経営࠷
۠　 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 ฏ27年度

経常ऩӹ 52316 49716 48763 49170 51341
業務७ӹ 20398 20934 18597 17246 17948
経常利ӹ 17945 18659 18760 16620 17220
ظ༨金 13354 14281 14190 13542 13041
ஷ金等 3589797 3710861 3855667 4056032 4189337
༬͚金 2251729 2474448 2668029 2961527 2940992
ିग़金 346411 341932 308307 293218 313353
༗Ձূ݊ 1311084 1247983 1259807 1222116 1354304
ग़資金 79245 88616 95595 102845 110167

（ग़資口数） 7924590口 8861690口 9559571口 10284571口 11016761口
७資࢈額 276497 308618 321074 349473 352970
総資࢈額 4113265 4282414 4443307 4681272 4822773
༨金金額 5208 5037 6318 7221 7562
　ී通ग़資の額 525 525 525 525 525
ग़資の額ޙ　 1288 1462 1614 1758 1904
　事業分ྔの額 3394 3049 4179 4938 5133
職員数 156人 163人 174人 185人 187ਓ
資本ൺ（୯ମ）ݾࣗ 27�00� 27�14� 32�59� 29�35� 18�85�
信託報酬 1千円 3千円 13千円 14千円 13ઍԁ
信託צ定ିग़金ߴ ー ー ー ー ʔ
信託צ定༗Ձূ݊ߴ ー ー ー ー ʔ
信託࢈ࡒ額 10000千円 67602千円 121210千円 114818千円 108426ઍԁ

　会員ＪＡに対する収益ؐ元の増加によりඅ用は増加したものの、金利によるݫしい運用ڥのなか、運用の効率化・ଟ༷
化にめた結Ռ、本業の成Ռを示す業務純益は17９億円、経常利益は1７２億円、当期剰余金は1３̌ 億円となりました。ऩࢧ状況

　貸出金は、他行との金利ڝ争の影響等があったものの、طԟ取引先との取引ਂߞや新規取引先の開、シンジケートローン
への参加等にੵۃ的に対応した結Ռ、期中２ １̌億円、６�86ˋ増加し、期末残高は3133億円となりました。ି ग़ ۚ

　貯金は、会員ＪＡからの受け入れがॱௐだったことにより、期中1233億円、３�04ˋ増加し、期末残高は４兆1893億円
となりました。ஷ ۚ 等

　有価証券は、保有債券の効率的な運用のために残ଘ期間のい債券等をҰ部売却したものの、কདྷの҆定収益確保のため、
市況をۃݟめつつ債券購入を行った結Ռ、期中1321億円、10�81ˋ増加し、期末残高は1兆3543億円となりました。༗ Ձ ূ ݊

　内部ཹ保のੵみ上げはあったものの、劣後借入金について܁上償ؐ分を適֨旧資本ௐ達手ஈの対象֎としたことにより
自己資本の額が減গしたことや、劣後債や金銭の信託等の増加にいリスク・アセット等が増加した結Ռ、自己資本比率（単体）
は、લ年対比10�50ϙイント下し、18�85ˋとなりました。
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